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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１～第４の辺によって囲まれた略矩形の有効発光部を有する第１の主面と、前記第１
の主面に対向する第２の主面とを有し、前記第１と第３の辺を長辺とする導光体であって
、
　該導光体の外周側面は、
　前記第１～第４の辺にそれぞれ沿った第１～第４の側面と、
　前記第１と前記第２の側面に挟まれた角部にあって、配光中心軸が前記第１～第４の辺
のいずれかと交差しかつ前記有効発光部の面積を２等分するように、前記第１の側面ある
いは前記第１の辺に対する傾斜角が設定された光入射部と、を含み、
　前記光入射部は、前記第１の辺の方向に入射光を配光する第１光拡散面と前記第２の辺
の方向に入射光を配光する第２光拡散面とを有する切り欠きを備え、
　前記配光中心軸に直交する基準面と前記第１光拡散面との成す角度θ1と、前記基準面
と前記第２光拡散面との成す角度θ2とを異ならせて、前記第１光拡散面の面積を前記第
２光拡散面の面積より大きくしたことを特徴とする導光体。
【請求項２】
　前記切り欠きの形状は、三角柱または三角錐である請求項１記載の導光体。
【請求項３】
　前記第１～第４の側面のうちの１つは、円弧面又は円弧面を一部に含む請求項１又は２
記載の導光体。
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【請求項４】
　前記光入射部は、前記矩形の対角方向に光を導光する基準入射面をさらに備えた請求項
１～３のうちのいずれか１つに記載の導光板。
【請求項５】
　基準入射面１３の幅は、前記切り欠きの幅の１から２倍である請求項４記載の導光体。
【請求項６】
　前記基準入射面の延長面と、第１光拡散面および第２光拡散面の交線との最短距離は、
２００μｍ以下である請求項４又は５記載の導光体。
【請求項７】
　前記第１の主面は略台形形状である請求項１～６のうちのいずれか１つに記載の導光体
。
【請求項８】
　前記第１の主面が等脚台形であり、複数の角部に前記光入射部が設けられた請求項７記
載の導光体。
【請求項９】
　点光源と、その点光源と光学的に接続された請求項１から８のいずれか一項に記載の導
光体と、を備えたことを特徴とする面発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、入光された光を所定の光出射面から放射させる導光体およびそれと点光源と
を組み合わせた面発光装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイのバックライトとして、発光ダイオードからの光を、板状の導
光体の側面より入光させ、導光体の主面から面発光させる面発光装置が利用されるように
なってきている。
【０００３】
　この面発光装置は、板状の導光体の側面から発光ダイオードの光を入射させ、導光体内
部の反射を利用して所定の発光観測面から出射させている。ここで、光源として用いられ
る発光ダイオードは、通常、電力を供給する導体配線が施された基板に複数実装され、発
光ダイオードの発光面は、導光体の側面に対面されている。
　さらに近年、発光ダイオードの高輝度化が進み、使用される発光ダイオードの個数を減
らすことが可能になってきている。特に、携帯電話の液晶ディスプレイに利用される小型
のバックライトおいては、一つの発光ダイオードからの光によってバックライトに要求さ
れる光が得られるようになってきている。
【０００４】
　例えば、下記特許文献１～３に開示される面発光装置は、発光ダイオードの配光特性や
発光ダイオードの光の導光体への光の広がりやすさを考慮して、従来のように導光体の側
面からではなく、導光体の角部より入射させている。
　また、発光ダイオードの数を少なくすると、光源からの光を面状かつ均一に拡散させる
ことがより重要となる。例えば、特許文献１～３に開示された、角部より入射する導光体
を使用した面発光装置において、その発光観測に利用される有効発光領域の形状は、一般
的に矩形とされる。そのため、矩形の四隅において均一な輝度が得られるように面発光さ
せる必要がある。
【０００５】
　発光ダイオードの光が入射される導光体の角部は、発光ダイオードの発光面に最も近く
、発光ダイオードからの光が直に届く。そのため、その角部以外の三隅を均等に光らせる
必要がある。図６は、導光板の角部に設けられた端面から光を入射させる面発光装置につ
いて、特に、導光板の角部を拡大した上面図を示す。図１３は、その斜視図を示す。
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【０００６】
　例えば、図６および図１３に示されるように、平坦に面取りされた光入射面を形成する
だけでは、入射された光を各方位に均一に光を拡散させることができない。特に、光入射
面に対して垂直に入射した光の直進方向からずれた位置にある領域には、光が十分に届か
ない。
【０００７】
　また、例えば、特開２００１－３５７７１４号公報に開示される導光体は、発光ダイオ
ードから入射された光を導光体の内部の各方位に拡散すべく、光入射面に切り欠きを有す
る。図５は、導光体の角部に設けられた切り欠きの上面図を示す。また、図１２は、図５
に示される切り欠きを、光出射面の方向から見た上面図を示す。この切り欠きは、導光体
の光出射面方向から見て二等辺三角形の等辺を含む側面からなる三角柱状の切り欠きであ
る。
　各辺が等しい正方形にて光出射面が形成されるとき、角部に切り欠きを設けることによ
り、ある程度の光を拡散させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－２２３０２１号公報。
【特許文献２】特開２０００－２６０２１７号公報。
【特許文献３】特開２００１－３５７７１４号公報。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、一般的に利用される導光体の光出射面は矩形である。そのため、光が入
射される角部の方向から見て比較的遠い領域と、近い領域とにおいて、発光輝度の差が生
じる。例えば、上述した従来の切り欠きを設けたとしても、光出射面から見て、矩形の短
辺方向に位置する領域と長辺方向に位置する領域とにおいて、角部からの光路長差による
発光輝度の差が生じてしまう。このように、従来の導光体においては均一かつ高輝度な発
光をさせることが十分でない。
　そこで、本発明は、より均一発光かつ高輝度な発光装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　以上の目的を達成するため、本発明にかかる導光体は、第１～第４の辺によって囲まれ
た略矩形の有効発光部を有する第１の主面と、前記第１の主面に対向する第２の主面とを
有し、前記第１と第３の辺を長辺とする導光体であって、
　該導光体の外周側面は、
　前記第１～第４の辺にそれぞれ沿った第１～第４の側面と、
　前記第１と前記第２の側面に挟まれた角部にあって、配光中心軸が前記第１～第４の辺
のいずれかと交差しかつ前記有効発光部の面積を２等分するように、前記第１の側面ある
いは前記第１の辺に対する傾斜角が設定された光入射部と、を含み、
　前記光入射部は、前記第１の辺の方向に入射光を配光する第１光拡散面と前記第２の辺
の方向に入射光を配光する第２光拡散面とを有する切り欠きを備え、
　前記配光中心軸に直交する基準面と前記第１光拡散面との成す角度θ1と、前記基準面
と前記第２光拡散面との成す角度θ2とを異ならせて、前記第１光拡散面の面積を前記第
２光拡散面の面積より大きくしたことを特徴とする。
【００１１】
　本発明にかかる導光体において、前記切り欠きの形状は、三角柱であっても良いし、三
角錐であってもよい。
【００１２】
　本発明にかかる導光体において、前記第１～第４の側面のうちの１つは、円弧面又は円
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弧面を一部に含む面であってもよい。
【００１３】
　本発明にかかる導光体において、上記切り欠きの形状は、三角柱または三角錐であるこ
とが好ましい。
【００１４】
　本発明にかかる導光体において、前記光入射部は、前記矩形の対角方向に光を導光する
基準入射面をさらに備えていてもよい。
【００１５】
　また、上記基準入射面の幅は、上記切り欠きの幅の１から２倍であることが好ましい。
【００１６】
　上記基準入射面の延長面と、第１光拡散面および第２光拡散面の交線との最短距離は、
２００μｍ以下であることが好ましい。
【００１７】
　本発明にかかる導光体において、前記第１の主面は略台形形状であってもよい。
【００１８】
　本発明にかかる導光体において、前記第１の主面が等脚台形であり、複数の角部に前記
光入射部が設けられていてもよい。
【００１９】
　さらに、本発明は、点光源と、その点光源と光学的に接続された上記導光体と、を備え
たことを特徴とする面発光装置である。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明に係る導光体により、従来の導光体と比較して、発光観測面における出射光の均
一性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る第１の実施形態の導光体を示す上面図である。
【図２】第１の実施形態の導光体における角部を拡大して示す上面図である。
【図３】図２の切り欠きを拡大して示す上面図である。
【図４】第１の実施の形態の導光体における切り欠きの他の形態の拡大して示す上面図で
ある。
【図５】従来の導光体における切り欠きを含む角部を拡大して示す上面図である。
【図６】従来の導光体における角部を拡大して示す上面図である。
【図７】第１の実施形態の導光体の斜視図である。
【図８】第１の実施形態の導光体において、三角柱形状の切り欠き有する光入射部が形成
された角部を拡大して示す斜視図である。
【図９】第１の実施形態の導光体において、三角錐形状の切り欠き有する光入射部が形成
された角部を拡大して示す斜視図である。
【図１０】図８の光入射部において、基準入射面１３に代えて平坦面１６を含む切り欠き
を形成した例を示す斜視図である。
【図１１】図９の光入射部において、基準入射面１３に代えて平坦面１６を含む切り欠き
を形成した例を示す斜視図である。
【図１２】従来の導光体における角部を拡大して示す斜視図である。
【図１３】従来の導光体における角部を拡大して示す斜視図である。
【図１４】本発明に係る第２の実施形態の導光体の外周形状の第１の例を示す上面図であ
る。
【図１５】図１４の角部を拡大して示す上面図である。
【図１６】第２の実施形態の導光体の第２の例を示す上面図である。
【図１７】第２の実施形態の導光体の第３の例を示す上面図である。
【図１８】第２の実施形態の導光体の第４の例を示す上面図である。
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【図１９】第２の実施形態の導光体の第５の例を示す上面図である。
【図２０】第２の実施形態の導光体の第６の例を示す上面図である。
【図２１】第２の実施形態の導光体の第７の例を示す上面図である。
【図２２】第２の実施形態の導光体の第８の例を示す上面図である。
【図２３】第２の実施形態の導光体の第９の例を示す上面図である。
【図２４】第２の実施形態の導光体の第１０の例を示す上面図である。
【図２５】第１の実施形態に係る第１の変形例の導光体を示す上面図である。
【図２６】第１の実施形態に係る第２の変形例の導光体を示す上面図である。
【図２７】第１の実施形態に係る第３の変形例の導光体を示す上面図である。
【図２８】第１の実施形態に係る第４の変形例の導光体を示す上面図である。
【図２９】第１の実施形態に係る第５の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３０】第１の実施形態に係る第６の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３１】第１の実施形態に係る第７の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３２】第２の実施形態に係る第１の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３３】第２の実施形態に係る第２の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３４】第２の実施形態に係る第３の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３５】第２の実施形態に係る第４の変形例の導光体を示す上面図である。
【図３６】本発明に係る第３の実施形態の導光体を示す上面図である。
【図３７】第３の実施形態の導光体に組み合わせる発光ダイオードの一例を示す斜視図で
ある。
【図３８】図３７の発光ダイオードの指向性パターン図である。
【図３９】第３の実施形態に係る第１の変形例の導光体を示す上面図である。
【図４０】第３の実施形態に係る第２の変形例の導光体を示す上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明を実施するための最良の形態を、以下に図面を参照しながら説明する。ただし、
以下に示す形態は、本発明の技術思想を具体化するための導光体および面発光装置を例示
するものであって、本発明に係る導光体および面発光装置を以下に限定するものではない
。また、各図面に示す部材の大きさや位置関係などは説明を明確にするために誇張してい
るところがある。
【００２３】
　［第１の実施形態］
　図１は、本形態における導光体１００を光出射面の方向から見た上面図を示す。図２か
ら図４は、本形態における導光体１００の角部５を拡大した上面図を示し、特に、図３は
、図２の角部における切り欠きを拡大した上面図を示す。さらに、図７は、本形態におけ
る導光体１００の斜視図を示す。図８から図１１は、本実施形態の導光体１００の角部に
おける種々の形状の切り欠きを拡大した斜視図を示す。さらに、図３は、図８の切り欠き
を光出射面に垂直な方向から見た拡大図を示す。
【００２４】
　第１の実施形態における導光体１００は、長辺と短辺を有する矩形の有効発光領域１を
光出射面に含む導光体であり、少なくとも１つの角部を斜めに切断して得られる傾斜面に
切り欠きを形成することにより光入射部を構成している。この傾斜面は、光の入射方向及
び切り欠きの形状を定義する際の基準となる面であることから、以下、本明細書において
は基準面ともいう。
　尚、光入射部の切り欠きは、矩形の長辺方向に光を導光する第１光拡散面１５と、矩形
の短辺方向に光を導光する第２光拡散面１７とを少なくとも有する切り欠きであり（図２
，図３）、切り欠きには、第１光拡散面１５及び第２光拡散面１７以外の面を含んでいて
もよい。
　図３には、第１の実施形態の導光体において、切り欠きの間（又は両側）には、主とし
て配光中心軸方向に光を導光する基準入射面１３を含んでいる。
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　ここで、特に、この第１の実施形態の導光体１００は、基準面と第１光拡散面１５との
なす角度θ１（基準入射面１３の延長面２３と第１光拡散面１５とのなす角度θ１）と、
基準面と上記第２光拡散面１７とのなす角度θ２（上記延長面２３と上記第２光拡散面１
７とのなす角度θ２）とが異なっていることを特徴とし、これにより、有効発光領域１に
おける輝度の均一性を確保している。なお、この角度θ1と角度θ2は、導光体の光出射面
に平行な任意の断面において異なっている。
　また、基準入射面１３及び延長面２３を含む平面が基準面である。
【００２５】
　すなわち、第１の実施形態の導光体１００は、光出射面とする一方の主面（第１の主面
）の全体が有効発光領域となるものではなく、図１に示すように、光出射面の周辺部を除
く中央部分を有効発光領域１としているので、一方の主面全体よりむしろ有効発光領域１
において均一な発光を確保する必要がある。また、導光体１００の光入射部は、導光体が
使用される機器における構成部材の配置に基づいて決定され、例えば、導光体の角部に設
けられる。
　そこで、第１の実施形態では、長辺と短辺を有する矩形の有効発光領域１を光出射面に
含み、角部から光を入射する導光体において、基準面に対する第１光拡散面１５の角度θ
１と基準面に対する第２光拡散面１７の角度θ２とを異なる値に設定して、有効発光領域
１において均一な発光を確保している。
【００２６】
　具体的には、第一の実施形態では、有効発光領域１において、長辺に沿って離れた位置
にあるＤ領域の輝度と短辺に沿って離れた位置にあるＡ領域の輝度がほぼ等しくなるよう
に、基準面に対する第１光拡散面１５の角度θ１を角度θ２に比較して小さくして（言い
換えれば、第１光拡散面１５の面積を第２光拡散面１７より大きくして）、Ａ領域より遠
くにあるＤ領域に十分光を導くようにしている。
【００２７】
　以上のように、本発明では、第１光拡散面１５の角度θ１と第２光拡散面１７の角度θ
２とを異なる値に設定して、Ａ領域に比較して遠くにあるＤ領域に十分光を導き、有効発
光領域１の発光輝度を均一にすることができる。本発明ではさらに、基準面の傾斜角θ３
を含め、傾斜角θ３、角度θ１及び角度θ２を最適化することが好ましく、このようにす
ると、有効発光領域１における発光輝度をより均一にできる。
【００２８】
　以下、傾斜角θ３、角度θ１及び角度θ２を最適化する方法について説明する。
　本方法では、まず、光出射面における有効発光領域の位置及び範囲と光入射部の位置と
に基づいて、基準面の傾斜角θ３を好ましい値（又は、範囲）に設定する。
　ここで、光入射部は、２つの側面（第１の側面１９と第２の側面２１）によって挟まれ
た角部に設けられる。傾斜角θ３は図１に示すように、第１の側面１９に対する傾斜角で
ある。尚、第１の側面１９は有効発光領域１の長辺に沿った導光体の側面であり、第２の
側面２１は有効発光領域１の短辺に沿った導光体の側面である。
　また、有効発光領域１の位置は、例えば、導光体の外周側面からの距離によって定義さ
れ、第１の実施形態では、有効発光領域１と導光体の外周側面の間には、例えば図１に示
すように、非観測領域３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄがある。
【００２９】
　具体的なステップとしては、まず、傾斜角θ３を、光入射部の配光中心軸により有効発
光部１の面積が略２等分されるように設定する。すなわち、有効発光部１の面積は、配光
中心軸により二分されている。例えば、配光中心軸が有効発光部１の長辺である第１の辺
１ａと交差する場合には、第１の辺１ａに対向する第３の辺１ｃに交差するように設定さ
れる（図１に例示）。また、配光中心軸が有効発光部１の短辺である第２の辺１ｂと交差
する場合には、第２の辺１ｂに対向する第４の辺１ｄに交差するように設定される。この
ように傾斜角θ３を設定することにより、光入射部を介して光源から入射された光は、有
効発光領域１において配光中心軸の両側に略２等分されるように入射される。
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【００３０】
　この配光中心軸は、傾斜角θ３によって設定される光入射部の光入射端面に垂直であり
、光源を配置する際に、光源から出射される光の照射強度の分布（指向性パターン）の対
称軸と一致している。ここで、光源から出射される光の照射強度は、導光体の光入射部に
光源を配置させたとき、導光体の有効発光部を含む面内（あるいは有効発光部に平行な面
内）において、各方位ごとに測定したものである。
【００３１】
　本形態の導光体は、照射強度を測定する面（例えば、主面とそれに垂直な面）により、
指向性パターンが異なる光源でも、光源として利用することができる。例えば、図３７に
示されるような半円柱状のレンズを有する光源は、その半円柱の軸を含む面内で測定した
出射光の指向性と、軸に直交する面内で測定した出射光の指向性とが異なる。すなわち、
半円柱の軸を含む面内で測定した出射光の指向性パターンは、実装基板に垂直な中心軸方
向に照射強度が最大の単一ピークを有する左右対称な指向性パターンである（図３８にお
いてＤ１で示す特性）。一方、軸と直交する面内で測定した出射光の指向性パターンは、
実装基板に垂直な中心軸を対称軸として、左右対称な２つのピークを有する指向性パター
ンである（図３８においてＤ２で示す特性）。このような指向特性を有する光源でも、軸
に直交する面内で測定した出射光の指向性パターンの対称軸を、配光中心軸と一致させる
ことにより、本形態の導光体で均一な光出力を得ることができる。なお、半円に限定され
ることなく、楕円など他の二次曲線で囲まれる外形を有する形状でもよい。
【００３２】
　次に、有効発光領域１内における発光輝度が均一になるように、切り欠きプリズムの基
準面と第１光拡散面１５とのなす角度θ１と基準面と上記第２光拡散面１７とのなす角度
θ２とを設定する。
　具体的には、配光中心軸が長辺である第１の辺に交差する場合には、図１におけるＡ領
域とＤ領域の発光輝度が等しくなるように、θ１がθ２より小さくなるという条件下で最
適化する。
　このようにすると、長辺方向に入射光を配光する第１光拡散面の面積を短辺方向に光を
配光する第２光拡散面の面積に比較して大きくできるので、長辺方向により多くの入射光
を配光でき、光源から近いＡ領域と光源から遠いＤ領域の輝度を略等しくできる。これに
より、有効発光領域における発光輝度を均一にできる。
　尚、第１の辺が短辺である場合には、θ１がθ２より大きくなるという条件下で最適化
すればよい。
【００３３】
　以上の本発明に係る方法によれば、光源の指向特性を考慮して、導光体の傾斜角θ３、
切り欠きにおける角度θ１及び角度θ２とを変更することにより、導光体内において最適
な指向性を得ることができ、均一な面発光をさせることが可能になる。
【００３４】
　以下、光入射部や切り欠きの構造、変形例等について詳細に説明する。
　図１～図３に示した第１の実施形態における切り欠きプリズムは、基準面の延長面２３
と、第１光拡散面１５および第２光拡散面１７とにより囲まれる形状により定義されるプ
リズムである。本発明では、これらの面により形成される切り欠きプリズムの間に、図２
及び図３に示すように、配光中心軸方向に光を導く基準入射面１３を有する導光体とする
こともできるし、切り欠きの底面を基準面に平行な平坦面として、その平坦面を配光中心
軸方向に光を導く入射面としてもよい。
【００３５】
　また、本発明においては、切り欠きプリズムは、図９に示す三角錐形状であってもよい
し、図８に示す三角柱形状であってもよいが、図９に示されるような三角錐であることが
好ましい。このように、光出射面の方向に先細りとなる三角錐の切り欠きとすることによ
り、光源の一部を包み込むことができるため、光源からの光入射効率を向上させることが
できる。また、本発明では、図１１に示されるように三角錐の切り欠きの内部において、
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第１光拡散面１５と第２光拡散面１７の間に平坦面１６を有していてもよい。これにより
、広い範囲に光を拡散させることができる。
【００３６】
　図８は、三角柱形状の切り欠きプリズムを示す。図８は、隣り合う切り欠きの間に、基
準面上にある基準入射面１３（傾斜面の一部）を有する光入射部分を示す。また、図１０
は、基準入射面１３に代えて、切り欠きの内部において、第１光拡散面１５と第２光拡散
面１７との間に配光中心軸方向に光を導く平坦面１６を有する切り欠きプリズム構造を示
す。なお、図４は、図１０に示される切り欠きプリズムを、光出射面の方向から見た上面
図を示す。
【００３７】
　基準入射面１３の幅は、切り欠きの幅の１から２倍であることが好ましい。これにより
、導光体の各方位に入射光を分配することができる。ここで、切り欠きの形状が三角錐で
ある場合には、切り欠きの幅は、基準面上の底辺の長さであり、基準入射面１３の幅は、
隣接する切り欠きの頂点間の距離をいう。尚、切り欠きの形状が三角柱である場合には、
切り欠き及び基準入射面１３の幅は、基準面上の幅である。
【００３８】
　また、本形態に係る発明において、切り欠きの深さ２５（図３に示す）は、２００μｍ
以下とすることが好ましい。深さが大きくなりすぎると、導光体への光入射効率が低下す
るからである。ここで、切り欠きの深さ２５は、第１光拡散面１５および第２光拡散面１
７の交線と基準面間の距離であり、切り欠きが三角錐である場合には、底面における上記
交線と基準面との間の距離をいう。
【００３９】
　以上のように構成された第１の実施形態の導光体において光入射部に点光源が配置され
ることにより、本発明に係る面発光装置が構成される。本発明に係る導光体と光源とが光
学的に接続されてなる面発光装置において、点光源として発光ダイオードを用いることが
好ましい。発光ダイオードを用いることにより、例えば、従来の冷陰極線管を利用するも
のより消費電力を低減させることができ、かつ、均一な面発光が可能な小型の面発光装置
を提供することができる。
【００４０】
　第１の実施形態にかかる導光体の光入射部の好ましい形態の１つが図３に示されている
。この図３の光入射部は、配光中心軸方向に光を導光する基準入射面１３と、矩形の有効
発光領域の長辺方向に光を導光する第１光拡散面１５と、矩形の有効発光領域の短辺方向
に光を導光する第２光拡散面１７と、を有している。
【００４１】
　上述したように、第１の実施形態の導光体では、延長面２３と第２光拡散面１７が形成
する角度をθ２と、延長面２３と第１光拡散面１５が形成する角度をθ１とを、θ２＞θ
１となるようにしている。これにより、有効発光領域の長辺方向に短辺方向よりも多くの
入射光を分配することができるため、均一な面発光を得ている。この角度θ１と角度θ２

との関係は、導光体の光出射面の形状が矩形や台形であり、それらの外形を形成する辺が
直線であるとき好適に適用されるものである。すなわち、導光体の外周側面（光出射面の
外周）は、前記有効発光部の第１～第４の辺にそれぞれ沿った第１～第４の側面と光出射
部とを有しており、第１～第４の側面は通常は直線的である。しかしながら、本発明は導
光体の側面は直線的なものに限定されるものではなく、側面が円弧面であってもよい。
【００４２】
　図１４等に示すように、光出射面の外周側面の一部が外側に凸の円弧である場合には、
この円弧面２１１により、円弧面２１１に入射される光を効果的に全反射させることが可
能となり、有効発光領域の外側にあって均一発光しない発光観測に利用しない領域（以下
、「非観測領域３」と呼ぶ。）を低減することができる。すなわち、導光体の光出射面全
体に占める有効発光領域１の割合を向上させることができる。
【００４３】



(9) JP 4710835 B2 2011.6.29

10

20

30

40

50

　この角度θ１と角度θ２の具体的な値は、導光体の有効発光領域１の縦横比や基準入射
面１３と第一の側面１９の延長面が形成するθ3や出射面側が台形形状である場合の切り
欠きを有する鋭角θ４（例えば、図１５に示す）の角度との関係によっても変化する。ま
た、導光体の屈折率等によっても変化する。
【００４４】
　例えば、携帯電話に応用されるバックライトは、小型化・省スペース化の要請が著しく
、利用される導光体のサイズは、主に１．８から２．０インチである。このような導光体
について、θ１、θ２およびθ３の理論的な範囲は、それぞれ０°から９０°であるが、
これらの角度の最適値は、光出射面の矩形の長辺および短辺の比や、導光体を構成する材
料の屈折率によって決まり、好ましくは以下のような範囲となる。その範囲は、θ１が２
０°から６０°、θ２が３０°から８０°、θ３が３０°から７０°である。
【００４５】
　図１に示されるように、領域Ｃを中心とする有効発光領域１（図１中に点線で示される
。）は、矩形である。そのため、その有効発光領域１を含む導光体の光出射面の概観は、
有効発光領域１の外形よりも大きい矩形とされる。ここで、発光ダイオードからの光を入
射させる角部（光入射部）は、面取りされており、発光ダイオードの発光面が対面しやす
くなっている。そのため、導光体の光出射面の概観は、完全な矩形ではない。
【００４６】
　図２５から図３１は、第１の実施形態の導光体において、導光体の外周形状を種々の形
状とした変形例を示す上面図（光出射面の側から見た上面図）であり、それらの光出射面
の外形は略矩形の導光体である。尚、この変形例の光出射部はそれぞれ第１の実施形態と
同様に構成されている。
【００４７】
　この図２５から図３１中、図２５から図２９は、面取りされた二つの角部から光を入射
させる導光体の例を上面図で示している。すなわち、２つの角部に設けられた光入射部は
それぞれ、各光入射部から入射される光がそれぞれ有効発光部において均一に発光するよ
うに角度θ１と角度θ２が設定された切り欠きを含んでいる。このように複数の角部から
光を入射させることにより、均一かつ高輝度な面発光が得られる。特に、図２５は、矩形
の長辺側における二つの角部５を面取りした導光体の例を示しており、その面取り面に切
り欠きを設けている。さらに、それらの角部５に挟まれた側面を円弧面１１としている。
図２５では、円弧面１１により反射率を向上させて有効発光領域１の面積を大きくするこ
とができるようにしている。図２６は、図２５に示される導光体と同様、二つの角部５に
光入射部を設け、その間に等しい大きさの円弧面１１ａをそれぞれ形成したものである。
図２７は、図２６に示される導光体よりも円弧面１１ｂを小さくし、その円弧面１１ｂの
間に平坦面１０ｐを設けた導光体を示している。この図２７に示すよう円弧面１１ｂを設
けることにより、この円弧面において光は短辺方向に多く反射されるため、有効発光面積
１の形状を、図２６と比較してより横長の矩形とすることができる。
【００４８】
　図２８は、図２７に示される導光体について、円弧面１１ｂに代えてその部分を平坦面
１０ａとした導光体である。また、図２９は、図２６に示される導光体について、円弧面
１１ａとする代わりに、その側面を平坦面１０ｂとした導光体を示す。このような平坦面
を有する導光体は、導光体を成型する金型の形成が容易であるため、製造費用を低く抑え
ることができる。また、円弧面とすることにより得られた全反射による効果は小さくなる
が、レイアウト設計を工夫することによっては有効発光領域１以外の非観測領域３を小さ
くすることができる。また、θ１、θ２およびθ３や屈折率等の関係により、図２９に示
すような、平坦面を有する形状が好ましいこともある。
【００４９】
　さらに、図３０は、導光体の角部に形成された貫通孔９に発光ダイオードを配置するよ
うにした導光体の上面図である。このように、導光体の内部に発光ダイオードを取り込む
ことにより、発光ダイオードからの光を漏れなく導光体に入射させることができる。例え
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ば、図３０に示されるように、光出射面から見て矩形のスリット形状を有する貫通孔９を
角部に設ける。また、図３１には、角部に切り込み９ｋを入れて形成された側面を光入射
面とした導光体を示す。このようにしても、導光体の角部に形成された貫通孔に発光ダイ
オードを配置するようにした図３０に示したものと同様の効果が得られる。
【００５０】
　本発明において、導光体の外周形状は、矩形の場合だけでなく台形であってもよい。
【００５１】
　［第二の形態］
　第２の実施形態の導光体は、光出射面の外周形状を台形としたものである（図１４～図
２４）。
　この第２の実施形態に係る導光体において、発光ダイオードからの光を入射させる角部
は、第１の実施形態と同様に構成されており、発光ダイオードの発光面が所定の角度で対
面するようになっている。ただし、第二の形態において、導光体の光出射面の形状は完全
な台形なくてもよい。このように、光出射面の形状を台形にすることにより、導光体の有
効発光領域１の発光効率を向上させることができる。すなわち、第二の形態は、発光が観
測されない非観測領域３から出射していた無駄な光を有効発光領域１に導光させることが
できるというものである。以下、第２の実施形態の導光体について詳述する。
【００５２】
　第２の実施形態の導光体は、光出射面の外形が略台形の導光体であり、少なくとも１つ
の角部に第１の実施の形態と同様に構成された光入射部を有している。すなわち、第２の
実施形態の導光体において、光入射部の傾斜角θ３、切り欠きプリズムにおける角度θ１
及び角度θ２は第１の実施形態と同様に設定される。第２の実施形態の導光体において、
光出射面は台形であるが、その中には矩形の有効発光領域を有しており、第１の実施形態
と同様、長辺方向と短辺方向がその矩形の有効発光領域について定義される。具体的には
、角部の側面に設けられる光入射部は、配光中心軸方向に光を導光する基準入射面１３と
、長辺方向に光を導光する第１光拡散面１５と、短辺方向に光を導光する第２光拡散面１
７を有する。そして、基準入射面１３の延長面２３と第２光拡散面１７とが形成する角度
θ２と、基準入射面１３の延長面２３と第１光拡散面１５とが形成する角度θ１とが異な
っている。これにより、角度θ１及び角度θ２に対応させて、光源から出射された光の導
光体内における指向性を任意に設定することができ、均一な面発光する導光体とすること
ができる。
【００５３】
　すなわち、第２の実施形態においても、まず、有効発光領域を２等分するように、配光
中心軸が有効発光領域の長辺と交差する角度αを設定し、それに基づいて、有効発光領域
内における発光輝度が均一になるように、切り欠きプリズムの基準面と第１光拡散面１５
とのなす角度θ１と基準面と上記第２光拡散面１７とのなす角度θ２とを設定する。
　その結果、第１の辺が長辺である場合には、図１におけるＡ領域とＤ領域の発光輝度が
等しくなるように、θ１がθ２より小さい最適値に設定され、第１の辺が短辺である場合
には、θ１がθ２より小さく最適値に設定されて均一な面発光が得られる。
【００５４】
　第２の実施形態の導光体においても、導光体の側面を円弧面１１とすることにより、そ
の円弧面への入射光の反射率を向上させることができ、有効発光領域の面積を大きくする
ことができる。第２の実施形態において、円弧面を形成する円弧と、他の側面を形成する
辺との延長線が成す角度θ5を鈍角とすることが好ましい。これにより、円弧面１１への
入射光を全反射させ、さらに導光体からの光の漏れを防ぐことができる。
【００５５】
　図１４から図２４は、第二の形態にかかる導光体２００の各種の例を示す。いずれも、
光出射面は外形を略台形としつつ、一部に変形を加えたものである。図１４は、矩形の長
辺側の一方の側面を円弧面２１１とした導光体を示す。さらに、図１５は、図１４に示さ
れる導光体の角部を拡大して示す上面図である。このようにすると、直線であった場合の
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導光体と比較して、導光体に入射された光を円弧面２１１で全反射させることができ発光
面における輝度を向上させることができるとともに、非観測領域を削減することができる
。すなわち、本形態にかかる導光体は、光出射面において、均一かつ高輝度な発光をさせ
ることができる。
【００５６】
　なお、本形態の導光体は、角部から矩形の長辺方向に延伸する辺を円弧とするものに限
定されることはない。例えば、図１６は、角部から矩形の長辺方向に延伸する円弧により
形成される円弧面２１１を有する導光体２００を示す。図１７は、角部から矩形の長辺方
向および短辺方向に延伸する円弧により形成される円弧面２１１ａ，２１１ｂを有する導
光体２００を示す。これらのような円弧面を有する導光体とすることにより、光出射面に
おいて、均一かつ高輝度な発光をさせることができる。
【００５７】
　本形態は、いずれか１又は２つの非観測領域を取り除いた導光体とすることができる。
すなわち、導光体の１又は２つの側面と、対応する有効発光領域の辺とが一致するように
してもよい。取り除く非観測領域は、導光体２００の角部より延びる二辺のうち、いずれ
の辺側でもよい。例えば、図１８は、矩形の長辺側の非観測領域３ａのうちの非観測領域
３ａａを取り除き、その外縁を直線で形成させた導光体２００を示す。図１９は、長辺側
の非観測領域３ａのうちの非観測領域３ａａを取り除き、さらに非観測領域３ｂのうちの
非観測領域３ｂｂを取り除いて、その外縁を直線で形成させた導光体を示す。
【００５８】
　図２０は、図１４の導光体における円弧面２１１に代えて、複数の小円弧面２１１ｓと
小円弧面間の段差２１１ｇによって構成された歯状の側面２１１Ｎとしたものである。こ
のような形状を有する導光体とすることにより、有効発光領域１の方へ光を効果的に拡散
させることができ、より均一発光させることが可能になる。このような効果が得られる形
状としては、図２０に示される形状が最も好ましいが、図２１のような鋸刃形の面２１１
Ｅや、図２２に示されるような波形の面２１１Ｗであってもよい。
【００５９】
　本形態における光出射面の概観は、等脚台形とすることができる。２つの光源を備えた
面発光装置とするとき、導光体への光の広がりを考慮すると、等脚台形が最も均一な面発
光を得られるからである。ここで、等脚台形とは、導光体の光出射面の側から見て、辺が
一部に直線ではなく円弧で形成されている場合も含むため、厳密な意味での等脚台形では
ないが、概観すると等脚台形とみなせる形状を全て含む形状を言う。このような形状を有
する導光体において、角部は、概観した等脚台形の頂点を形成する辺のうち、鋭角を形成
する方位に設けられる。
【００６０】
　図３２から図３５は、導光体の光出射面の概観が等脚台形である導光体の応用例を示す
。各図中に示される点線は、光出射面の概観を示す。
　図３２は、それぞれ光入射部が形成される隣り合う角部から延びる二辺を共に円弧とし
た導光体３００を示す。すなわち、図３２に示される導光体３００は、隣り合う角部から
延びる二つの面が円弧面３１１である。また、図３３は、隣り合う角部５から延びる二辺
を共に円弧とし、かつ、それらの円弧の一つを複数の円弧３１１ａからなる形状とした光
出射面を示す。図３４は、隣り合う角部５に挟まれた一辺を直線とし、その直線を挟んで
互いに向かい合う二辺を共に円弧とした形状を有する光出射面を示す。図３５は、隣り合
う角部５に挟まれた一辺を円弧３１１とし、その円弧３１１を挟んで互いに向かい合う二
辺を共に平坦面３１６とした形状を有する光出射面を示す。
【００６１】
　［第３の実施形態］
　図３６は、第３の実施形態の導光体３００を光出射面の方向から見た上面図を示す。第
３の実施形態の導光体３００は、第１の実施形態と同様、長辺と短辺を有する矩形の有効
発光領域１を光出射面に含む導光体であるが、光入射部の構造が第１の実施形態とは異な
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っている。すなわち、この第３の実施形態の導光体では、切り欠きを含む光入射部に代え
て、少なくとも１つの角部に半円形形状の切り欠きを含んでなる光入射部３０５を有して
おり、発光ダイオードの指向特性に応じて切り欠き形状である半円形形状の径及び中心角
と、配光中心軸の方向とを設定することにより、有効発光領域１において均一な発光を確
保している。
【００６２】
　以下、第３の実施形態における、配光中心軸の方向、半円形形状の切り欠きの径及び中
心角の設定方法について説明する。
　ここでは、まず、第１の実施形態の基準面５に相当する基準面３０５を、半円形形状の
切り欠きの両端部を通る面として定義する（図３６）。このように定義すると、切り欠き
の半円形形状の中心を通り基準面３０５に垂直な直線が光入射部の配光中心軸となる。
【００６３】
　以上の定義の下、まず、基準面３０５が第１の辺１ａと交差する角度である傾斜角θ３
を、光入射部の配光中心軸により有効発光部１の面積が略２等分されるように設定して、
有効発光部１の面積が配光中心軸により二分されるようにする。
　この配光中心軸は、第１の実施形態で説明したように、光源を配置する際に、光源から
出射される光の照射強度の分布（指向性パターン）の対称軸と一致させる軸である。
【００６４】
　配光中心軸の方向を決定したら、次に、有効発光領域１内における発光輝度が均一にな
るように、円柱形状の切り欠きの中心角と径とを、光源の外形及び光源の指向特性に基づ
いて設定する。
【００６５】
　以上のように構成された第３の実施形態の導光体は、光源の指向特性を考慮して、導光
体における傾斜角θ３、円柱形状の切り欠きの中心角及び径を変更することにより、導光
体内において最適な指向性を得ることができ、均一な面発光をさせることが可能になる。
【００６６】
　この第３の実施形態の導光体３００は、種々の光源と組み合わせて用いることができる
が、好ましくは、図３７に示す半円柱状のレンズを有する光源と組み合わせて用いられる
。
【００６７】
　図３７の斜視図に示された光源は、略直方体形状の絶縁基板３５２の上面に、蛍光体が
分散された第１透明樹脂層３６２と、その第１透明樹脂層３６２と絶縁基板３５２のほぼ
全面とを覆う第２透明樹脂層３６４が順次形成されて、それらの形状により図３８に示す
発光特性が実現されている。
　具体的には、第１透明樹脂層３６２の中には、発光ダイオード３５８が絶縁基板３５２
に固定された状態で配置されている。第１及び第２透明樹脂層３６２、３６４は、同軸の
略円柱形状を有しており、同一の幅を有している。そして、発光面３６４ａである第１透
明樹脂層３６４の上面を、凸状の曲面にすることによりレンズ機能を持たせて、第１の実
施形態において説明した、対称軸に対して対称な図３８の指向特性を実現している。尚、
この光源では、発光ダイオードの発光特性を、第１透明樹脂層３６２に分散された蛍光体
で調整した所望の発光色が実現されている。
　図３７に示した光源３５０を組み合わせる導光体の円柱形状の切り欠きは、発光面３６
４ａである第１透明樹脂層３６４の上面に対応する曲面にすることが好ましい。
【００６８】
　この第３の実施の形態の導光体は、上述したように配光中心軸が特定の方向に設定され
た曲面からなる光入射面を角部に設けた点に特徴があり、種々の変形が可能である。
　図３９は、第３の実施形態に係る変形例の導光体３００ａの上面図である。
　この変形例では、半円形形状の光入射面が形成されるように、光源を配置する貫通部を
設けた点が第３の実施形態の導光体とは異なり、その他の点は第３の実施形態と同様に構
成されている。
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　尚、この変形例において、基準面は、図３９において符号３０５を付して示す面である
。
　また、図４０は、第３の実施形態に係る別の変形例の導光体３００ｂの上面図であり、
光源を配置する貫通部を２つ設けた以外は、図３９に示す変形例と同様に構成されている
。
　以上のように構成された変形例の導光体によっても第３の実施形態と同様の作用効果が
得られる。
【００６９】
　上述した各形態の導光体を形成させる材料は、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、
非晶性ポリオレフィン樹脂、ポリスチレン樹脂、ノルボルネン系樹脂、シクロオレフィン
ポリマー（ＣＯＰ）等が挙げられる。本形態の導光体は、これらを材料として射出成型や
トランスファーモールドなど種々の形成方法により、板状、針状など種々の形状に形成さ
せることができる。
【００７０】
　導光体を形成させる材料として好適に利用されるアクリル樹脂は、他の樹脂と比較して
透光性が高く、光劣化による黄変が発生しにくい。そのため、アクリル樹脂を材料とする
導光体を備えた面発光装置は、光出力を低下させることなく長時間発光させることができ
る。
【００７１】
　また、ポリカーボネート樹脂は、他の樹脂と比較して耐衝撃性に優れる。本形態の面発
光装置の中でも特に小型の面発光装置は、携帯電話の液晶ディスプレイのバックライトな
どに利用される。したがって、耐衝撃性に優れたポリカーボネートは好適に利用される。
【００７２】
　上述した各形態の導光体と、光源とを備えた面発光装置とするとき、光源として好適に
利用される発光ダイオードは、ＬＥＤチップを砲弾型にモールドしたものや、表面実装（
ＳＭＤ；Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｍｏｕｎｔｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ）型パッケージに搭載させたも
のとすることが好ましい。このＳＭＤ型パッケージの中でも特に、サイドヴュー（ＳＶ；
Ｓｉｄｅ　Ｖｉｅｗ）型パッケージとすることにより、面発光装置を薄型化することがで
きる。導光体の一つの角部に、複数個の発光ダイオードを配置させても良い。任意の発光
色を発する発光ダイオードを複数設けた光源とすることもできる。
【００７３】
　発光ダイオードは、少なくともＬＥＤチップとＬＥＤチップからの光を波長変換する蛍
光物質を有することができる。ここで蛍光物質はＬＥＤチップからの光をより長波長に変
換させるものが発光効率として良い。また、本形態に係る発光ダイオードは、ＬＥＤチッ
プからの光と、蛍光物質からの光との混色光を発する発光ダイオードとすることができる
。この混色光は、白色系の混色光とすることが好ましい。白色系の混色光を発する発光ダ
イオードとすることにより、フルカラーディスプレイに利用される面発光装置とすること
ができるからである。
【００７４】
　上記蛍光物質は、中心粒径が６μｍ～５０μｍの範囲が好ましく、より好ましくは１５
μｍ～３０μｍである。このような粒径を有する蛍光物質は、光の吸収率および変換効率
が高く、且つ、励起波長幅が広いため好ましい。６μｍより小さい蛍光物質は、凝集体を
形成しやすく、液状樹脂中において密になって沈降される。そのため、光の透過率を減少
させてしまう。さらに、光の吸収率や変換効率が悪く励起波長の幅も狭い。
【００７５】
　本形態における蛍光物質は、窒化物系半導体を発光層とするＬＥＤチップから発光され
た光により励起されて発光し、セリウム（Ｃｅ）あるいはプラセオジウム（Ｐｒ）で付活
されたイットリウム・アルミニウム酸化物系蛍光物質に基づいた蛍光体（ＹＡＧ系蛍光体
）とすることが好ましい。具体的には、ＹＡｌＯ３：Ｃｅ、Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ（Ｙ
ＡＧ：Ｃｅ）、Ｙ４Ａｌ２Ｏ９：Ｃｅあるいはこれらの混合物が挙げられる。イットリウ
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ム・アルミニウム酸化物系蛍光物質は、Ｂａ、Ｓｒ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｚｎの少なくとも一種
類を含有することが好ましい。また、Ｓｉを含有させることによって、結晶の成長の反応
を抑制し蛍光物質の粒子を揃えることができる。詳しくは、一般式（ＹｚＧｄ１－ｚ）３

Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ（但し、０＜Ｚ≦１）で示されるフォトルミネッセンス蛍光体や一般
式（Ｒｅ１－ａＳｍａ）３Ｒｅ'５Ｏ１２：Ｃｅ（但し、０≦ａ＜１、０≦ｂ≦１、Ｒｅ
は、Ｙ、Ｇｄ、Ｌａ、Ｓｃから選択される少なくとも一種類、Ｒｅ'は、Ａｌ、Ｇａ、Ｉ
ｎから選択される少なくとも一種類である。）で示されるフォトルミネッセンス蛍光体で
ある。また所望に応じてＣｅに加えＴｂ，Ｃｕ、Ａｇ，Ａｕ，Ｆｅ，Ｃｒ，Ｎｄ、Ｄｙ，
Ｃｏ，Ｎｉ，Ｔｉ，Ｅｕらを含有させることもできる。
【００７６】
　本形態における発光ダイオードにおいて、このようなフォトルミネッセンス蛍光体は、
２種類以上のセリウムで付活されたイットリウム・アルミニウム・ガーネット系蛍光体や
他の蛍光物質を混合させてもよい。ＹからＧｄへの置換量が異なる２種類のイットリウム
・アルミニウム・ガーネット系蛍光体を混合することにより、容易に所望とする色調の光
を容易に実現することができる。
　以下、本発明に係る実施例について詳述する。なお、本発明は以下に示す実施例のみに
限定されないことは言うまでもない。
【実施例１】
【００７７】
　図１４は、本実施例における導光体を光出射面の側から見た上面図を示す。本実施例の
導光体は、アクリル樹脂を材料とする射出成型により形成されている。本実施例の導光体
１００は、概観が台形の主面と、その主面の対角方向の側面に設けられた端面と、短辺方
向に設けられる基準入射面１３と、長辺方向に設けられる第１光拡散面１５と、を有して
上記端面に設けられる切り欠きと、を備えている。
　光出射面の外形は、その概観が図中の点線で示されるような台形である。図１４中の破
線で示される矩形の有効発光領域の長辺方向で、光出射面を形成する一辺の長さは４０．
５４ｍｍであり、短辺方向で光出射面を形成する一辺の長さは３５．２ｍｍとする。
　また、角度θ１、θ２およびθ３は、それぞれ６０°、３０°および４０°である。切
り欠きの形状は、図８に示されるような三角柱であり、切り欠きの幅は、１５０μｍであ
る。このような切り欠きを有する光入射面に、幅２．８ｍｍ×奥行き１．２ｍｍ×高さ０
．８ｍｍのサイドビュー型発光ダイオードの発光面を配置させる。そして、動作電圧（Ｖ
ｆ）を３．６Ｖ、動作電量（Ｉｆ）を２０ｍＡに設定して、駆動させ発光させる。
　このようにして得られた本実施例における面発光装置の光出射面においては、その一部
に極端に明るい異常発光は観測されず、その有効発光領域において約１８００ｃｄ/ｍ２

の輝度が得られる。
【実施例２】
【００７８】
　本実施例における導光体の光入射面の概観は、実施例１と同様に、図１４に示される形
状とする。なお、本実施例においては、矩形の長辺方向に測った長さを４８．１４ｍｍと
し、短辺方向に測った長さを３３．６５ｍｍとする。また、角度θ１、θ２およびθ３は
、それぞれ４５°、８０°および６０°とする。その他は、実施例１と同様の導光体とす
る。本実施例における導光体により面発光装置を形成すると、実施例１と同程度の光学特
性が得られる。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明は、小型化・省スペース化の要請が著しいバックライトに利用することができる
。
【符号の説明】
【００８０】
１・・・有効発光領域
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３・・・非観測領域
５・・・角部
１１・・・円弧
１３・・・基準入射面
１５・・・第１光拡散面
１７・・・第２光拡散面
１９・・・第一の側面
２１・・・第二の側面
２３・・・基準入射面の延長面
２５・・・基準入射面の延長面と第１光拡散面および第２光拡散面の交線との距離
１００・・・導光体

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】
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【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図２８】

【図２９】
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【図３０】

【図３１】

【図３２】

【図３３】

【図３４】

【図３５】

【図３６】

【図３７】
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【図３８】

【図３９】
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